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小規模施設特定有線一般放送に関する事務処理手続規程

小規模施設特定有線一般放送に関する事務処理手続規程を次のように定める。

小規模施設特定有線一般放送に関する事務処理手続規程

目次

第１章 通則（第１条－第３条）

第２章 届出（第４条－第７条）

第３章 雑則（第８条－第１０条）

附 則

付 録

様 式

第１章 通 則

（目的）

第１条 この規程は、静岡県における小規模施設特定有線一般放送に関する届出書、報告書（添付書類を含

む。以下「届出書等」という。）の事務処理手続を定めることを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この規程における用語の意義は、次のとおりとする。

⑴ 「法」とは、放送法（昭和２５年法律第１３２号）をいう。

⑵ 「規則」とは、放送法施行規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１０号）をいう。

⑶ 「有線一般放送」とは、規則第２条第４号に規定する一般放送をいう。

⑷ 「小規模施設特定有線一般放送」とは、法第１３３条第１項に規定する一般放送をいう。

⑸ 「個人情報保護法」とは、個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号)をいう。

⑹ その他のこの規程の用語の意義については、法、規則、告示及び行政手続法（平成５年法律第８８号）

に従うものとする。

（管理簿の作成等）

第３条 小規模施設特定有線一般放送事業者の管理を行うため、小規模施設特定有線一般放送事業者管理

簿（以下「管理簿」という。）を作成する。

２ 管理簿は電磁的方法により作成し、検索及び照合が容易となるように整理保管すること。この場合、管理簿

に加え、電磁的方法により提出された届出書等も検索及び照合が容易となるように整理保管する。

３ 管理簿の記載事項に変更が生じたときは、遅滞なく管理簿の変更を行うこととする。

４ 提出のあった業務区域を適切に管理し、業務区域の現状把握に努めるものとする。

第２章 届出

（形式審査等）

第４条 届出があったときは、行政手続法の規定に基づき遅滞なく形式審査を開始するものとする。

２ 前項に規定する形式審査は、次の各号に留意して、その記載事項について行うこと（電磁的方法による届

出の提出を受けた場合にあっては、事前にコンピュータウイルスの点検を行うこと。）とし、当該形式審査をし
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た後、各条件に適合するものは受理するものとする。

⑴ 代理人による届出又は報告の場合は、その代理は正当な手続によったものであるかどうか。

⑵ 法令に様式の定めのある届出書等については、所定の様式に従っているかどうか。

⑶ 必要な記載事項が漏れているもの、記載の不明なもの又はその内容に明らかに不合理なものがないか

どうか。

⑷ 添付書類は、所要のもの（付録第１号に掲げるもの。）が提出されているかどうか、また、期限切れ等無

効なものがないかどうか。

⑸ 届出書の記載事項と添付書類との間に齟齬はないかどうか。

⑹ ラジオ放送については、一般放送の種類は、的確に記載されているかどうか。

⑺ 届出書等が変更に係るものである場合は、当該変更に伴い当該変更事項以外の事項について変更の

届出を要するものがないかどうか。

⑻ 小規模施設特定有線一般放送の要件に合致しているかどうか。

３ 前項各号により形式審査した結果、不備等のある届出書等については、適宜な方法で届出者等に連絡をと

り、補正を求めるものとする。

（届出事務の整理番号）

第５条 小規模施設特定有線一般放送の業務の開始届出を受理した場合の整理番号は、付録第２号に定め

る方法により付するものとする。

２ 整理番号は写しの証明により、届出者に明示するものとする。

３ 業務の廃止等により欠番となった整理番号は、補てんしないものとする。

（写しの証明）

第６条 提出書類の写しであることの証明は、当該証明のために届出者等から提出された、または必要に応じ

職員が複写した提出書類の写しの１通のみに行うこととする。

２ 前項の規定による写しの証明は、関係文書についての届出を受理した後に行うものとする。

３ 提出書類の写しであることの証明は、届出書等の写しの余白に、赤色のスタンプインクを使用して、付録第

３号に定めるひな形による印を押なつし、整理番号の記載を行うものとする。

４ 前項の規定により証明を受けた写しについて、紛失、汚損等のため、届出者等から理由を付して提出書類

の写しの再証明の申出があったときは、前項に準じて処理するものとする。

（業務の廃止等）

第７条 小規模施設特定有線一般放送を行う届出一般放送事業者について、法第１３５条第１項の規定による

廃止届出書又は法第１３５条第２項の規定による解散届出書を受理した場合は、管理簿に「本届出は、抹消」

と記載するものとする。なお、抹消日は廃止届出書又は解散届出書を受理した日とする。

２ 廃止又は解散の届出書を受理したときは、届出者に対して、不要となる有線電気通信設備について速やか

に撤去するよう通知するものとする。

第３章 雑則

（国との情報連携）

第８条 法に定める小規模施設特定有線一般放送に係る事務に必要な限度で利用し、かつ、利用することに

相当な理由があると認められるときは、東海総合通信局に対して、第５条の規定により付与した整理番号と
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あわせて、届出書等に含まれる情報のうち、届出者の氏名及び電話番号等、設備の規模、主たる設備の設

置場所等の情報を個人情報保護法に従い提供する。

２ 法により静岡県の所管に属するとされた小規模施設特定有線一般放送事業者の実態を明らかにするため

に必要な情報として、東海総合通信局に対する届出書等に含まれる情報のうち、届出者の氏名及び電話番

号等、設備の規模、主たる設備の設置場所等の情報が整理番号とあわせて提供されたときは、個人情報保

護法に従い適正に管理し、小規模施設特定有線一般放送に係る事務の円滑化に役立てる。

３ 小規模施設特定有線一般放送に係る事務を行うにあたり、特定の個人が識別できない状態で国との情報

連携を行う場合は、静岡県セキュリティポリシーに従って情報を取り扱う。

（業務の停止命令等）

第９条 法第１７４条の規定により業務の停止を命ずる必要があると認められる場合は、様式第１号による業務

の停止を命ずる文書に様式第２号の行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項及び行政不

服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条の規定に基づく教示のための書面を添付して、配達証明郵便

又は配達証明郵便に準ずる役務（民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第

２条第６項に規定する一般信書便事業者又は同条第９項に規定する特定信書便事業者において、当該信

書便物（同条第３項に規定する信書便物をいう。）を配達し、又は交付した事実を証明する信書便の役務を

いう。以下同じ。）により当該有線一般放送を行う小規模施設特定一般放送事業者に送付し、又は直接交付

する。

２ 前項の規定により文書を手交して処分を行う場合は、被処分者から文書を受領した旨の書面を徴し、

これに署名又は押印させるものとする。

３ 第１項の処分の執行は、その実効を確保する上で適当と認められる最近の時期において行うものと

し、その始期は処分書を手交した日又は処分書が確実に被処分者に到達すると認められる日の翌日以

降とするものとする。

４ 処分を行ったときは、その遵守状況について必要な監視を行うものとする。

（資料の提出要求）

第１０条 法１７５条に基づく報告等の処理は、適宜の様式にて行う。

附 則

この規程は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する

法律（平成２６年法律第５１号）施行の日（平成２８年４月１日）から施行する。

この規程は、令和５年８月 17 日から施行する。
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付録第１号（第４条関係）

申請等提出書類一覧

事 由 提 出 書 類

小規模施設特

定有線一般放

送業務開始届

小規模施設特定有線一般放送の業務

を行おうとするとき

【法第１３３条第１項、規則第１４１条・

第１４３条】

小規模施設特定有線一般放送業務開始届出書（規則別表第四十の二号） 【正・副 2部（添付書類は 1

部のみ）】（様式の表の部分のみ電磁媒体での提出が可能）

以下の書類等を含む。

・ 届出者が法人である場合には、定款又は寄附行為・届出者が法人以外の団体である場合には、団体の

規約

・ 再放送の同意に係る事項

・ 業務区域を記載した地図

・ 道路法の規定に基づく許可その他法令に基づく処分又は所有者等の承諾の事実を証する書面

の写し

小規模施設特

定有線一般放

送

業務開始届出

書記載事項変

更届

届出した小規模施設特定有線一般放

送業務開始届に記載した事項を変更し

ようとするとき

【法第１３３条第２項、規則第１４４条】

小規模施設特定有線一般放送業務開始届出書記載事項変更届（規則別表第四十一の二号） 【正・副

2部（添付書類は 1 部のみ）】（様式の表の部分のみ電磁媒体での提出が可能）

以下の書類等を含む。

・ 届出者が法人である場合には、定款又は寄附行為・届出者が法人以外の団体である場合には、団体の

規約

・ 再放送の同意に係る事項

・ 業務区域を記載した地図

・ 道路法の規定に基づく許可その他法令に基づく処分又は所有者等の承諾の事実を証する書面

の写し

※当該変更により、届出時に提出した書類に変更が生じる場合、新たに許可等が必要となる場合に限る

。

小規模施設特

定有線一般放

送

業務承継届

小規模施設特定有線一般放送事業者

の地位を承継したとき

【法第１３４条第２項、規則第１４５条】

小規模施設特定有線一般放送業務承継届出書（規則別表第四十二の二号） 【正・副 2 部（添付書類

は 1部のみ）】（様式の表の部分のみ電磁媒体での提出が可能）

・ 承継者が一般放送事業者以外の法人であるときは定款又は寄附行為及び業務執行

する役員の氏名を記載した書面、一般放送事業者以外の団体であるときはこれに準じる

書面及び業務を執行する役員の氏名を記載した書面

・ 承継に伴い、新たに道路の占用の許可その他法令に基づく処分等を必要とする場合

には、当該承継に係る部分の当該処分等の事実を証する書面

小規模施設特

定有線一般放

送の業務の廃

止届出書

小規模施設特定有線一般放送の業務

を廃止したとき

【法第１３５条第１項、規則第１４６条第

１項】

小規模施設特定有線一般放送の業務の廃止届出書（規則別表第四十三の二号） 【1 部のみ】（様式の

表の部分のみ電磁媒体での提出が可能）

小規模施設特

定有線一般放

送事業者たる

法人の解散届

出書

小規模施設特定有線一般放送事業者

たる法人が解散したとき

【法第１３５条第２項、規則第１４６条第

２項】

小規模施設特定有線一般放送事業者たる法人の解散届出書（規則別表第四十四の二号） 【1 部のみ

】（様式の表の部分のみ電磁媒体での提出が可能）
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付録第２号（第５条関係）

届出事務に係る小規模施設特定有線一般放送事業者の整理番号の付与の方法

小規模施設特定有線一般放送事業者の整理番号は、SZ の次に、受理した順に従って「０００１」から始ま

る数字を付すものとする。

（整理番号の付与例）

第 SZ ０００１ 号

この付与例は、本県が第１番目に届出を受理したものであることを示す。

※なお、東海総合通信局より移譲された小規模施設特定有線一般放送事業者の整理番号については、放送法等の一部を

改正する法律の施行の日において、本県に移譲された後も東海総合通信局で付番された整理番号を使用するものとする。
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付録第３号（第６条関係）

証明印

写 し 証 明

直径３０ミリメートル‘１６．４．３０

写し証明

静岡県

知事
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様式第１号（第９条関係）

（法第１７４条に基づく業務停止命令の場合）

短 辺

注１ 決裁番号を記入すること。

注２ 本件命令に係る決裁が終了した日付を記入すること。

注３ 氏名（法人又は団体にあっては、名称及び代表者の氏名）を記載すること。

注４ 知事の印を押なつしてあるものを使用すること。

○ ○第 号

平成 年 月 日

（対象者名 注３） 様

静岡県知事

小規模施設特定有線一般放送の業務の停止命令について

放送法第１７４条の規定に基づき、次の理由により、 年 月 日から

日間、下記の業務区域における有線一般放送の業務の停止を命ずる。

記

１．業務区域

２．理由

（注２）

（注１）

長

辺

印 （注４）

（日本産業規格Ａ列４番）
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様式第２号（第９条関係）

行政事件訴訟法第４６条第１項及び行政不服審査法第８２条の規定

に基づく教示のための書面

短 辺 （日本産業規格Ａ列４番）

教 示 書

行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項及び行政不服審査法（平成２６年

法律第６８号）第８２条の規定により、次のことを教示します。

１ この処分について不服があるときは、静岡県知事に対し、処分のあったことを知った日の翌日

から起算して３か月以内に審査請求をすることができます(なお、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過する

と審査請求をすることができなくなります。)。

２ この処分については、処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、静岡県

を被告として(訴訟において静岡県を代表する者は静岡県知事となります。)、処分の取消しの訴

えを提起することができます(なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月

以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起

することができなくなります。)。

ただし、上記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日

の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。

長

辺


